Ⅰ　概　況　
～減少が続く事業所数、就業者数、増加に転じた年間商品販売額～
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[商業計]　事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額の前回比の推移
[image: image1.emf]16年 19年 前回比(%) 16年 19年 前回比(%) 16年 19年 前回比(%)

事  　業  　所 　 数 51,112 47,394 ▲ 7.3 11,567 10,608 ▲ 8.3 39,545 36,786 ▲ 7.0

就　業　者　数 （人） 342,644 330,084 ▲ 3.7 98,311 89,271 ▲ 9.2 244,333 240,813 ▲ 1.4

年間商品販売額（億円） 107,572 110,546 2.8 67,901 69,764 2.7 39,671 40,782 2.8

商　　　業　　　計 卸　　　売　　　業 小　　　売　　　業


　　　
（注１）平成11年調査において、事業所の捕捉を行っており、前回比については時系列を考慮したもので算出している。

（注２）従業者数は、「個人事業主」「無給の家族従業者」「有給役員」「常用雇用者」の合計。

（注３）就業者数の定義についは、次頁の「[総括表]事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額の推移」の(注４)を参照のこと。
平成19年6月１日現在で実施した商業統計調査における、卸売・小売業の事業所数は4万7,394事業所（前
回（平成16年）比 7.3％減）、就業者数（「従業者数」に「臨時雇用者数」及び「他からの派遣従業者数」を加え、「他への派遣従業者数」を除いたもの。以下、同じ）は33万84人（同 3.7％減）、年間商品販売額は11兆546億円（同 2.8％増）であった。事業所数は平成6年調査以降6調査連続の、就業者数は就業者の統計を取り始めた平成11年調査以降3調査連続の減少となった一方で、平成6年調査以降5調査連続減少していた年間商品販売額は、6調査ぶりに増加に転じた。
[総括表］ 事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額の推移
[image: image2.emf]実数 構成比 前回比 実数 構成比 前回比 実数 構成比 前回比 実数 構成比 前回比

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

合　　計

63,955 100.0 ▲ 4.2 65,091 100.0 1.8 65,439 100.0 0.5 62,266 100.0 ▲ 4.8

卸売業

13,286 20.8 1.0 13,961 21.4 5.1 14,597 22.3 4.6 13,586 21.8 ▲ 6.9

小売業

50,669 79.2 ▲ 5.5 51,130 78.6 0.9 50,842 77.7 ▲ 0.6 48,680 78.2 ▲ 4.3

合　　計

－ － － － － － － － － － － －

 うち従業者数

292,541 100.0 ▲ 0.9 321,025 100.0 9.7 327,492 100.0 2.0 348,165 100.0 6.3

卸売業

－ － － － － － － － － － － －

 うち従業者数

105,988 36.2 5.1 115,405 35.9 8.9 121,388 37.1 5.2 122,428 35.2 0.9

小売業

－ － － － － － － － － － － －

 うち従業者数

186,553 63.8 ▲ 4.0 205,620 64.1 10.2 206,104 62.9 0.2 225,737 64.8 9.5

合　　計

110,598 100.0 15.8 123,750 100.0 11.9 158,697 100.0 28.2 144,816 100.0 ▲ 8.7

卸売業

80,508 72.8 20.4 89,349 72.2 11.0 116,953 73.7 30.9 100,081 69.1 ▲ 14.4

小売業

30,089 27.2 5.3 34,400 27.8 14.3 41,744 26.3 21.3 44,735 30.9 7.2

（注１）表頭中の各年の（　）内は、各調査年の実施日である。

（注２）平成11年調査において、事業所の捕捉を行っており、前回比については時系列を考慮したもので算出している。

（注３）平成3年調査の実数の値は、平成6年調査に対応させるため、再集計したものである。
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卸売・小売業別にみると、卸売業の事業所数は1万608事業所（前回比 8.3％減）、就業者数は8万9,271人（同 9.2％減）、年間商品販売額は6兆9,764億円（同 2.7％増）であった。事業所数は平成6年調査以降6調査連続の、就業者数は就業者の統計を取り始めた平成11年調査以降3調査連続の減少となった一方で、平成6年調査以降5調査連続で減少していた年間商品販売額は、6調査ぶりに増加に転じた。

小売業の事業所数は3万6,786事業所（前回比 7.0％減）、就業者数は24万813人（同 1.4％減）、年間商品販売額は4兆782億円（同 2.8％増）であった。事業所数は、平成3年調査以降7調査連続の、就業者数は平成11年調査以降3調査連続の減少となった一方で、平成9年調査以降4調査連続で減少していた年間商品販売額は、5調査ぶりに増加に転じた。

[image: image54.emf]前回比(%）

平成14年 平成16年 16年/14年

小　売　業　計 41,877 39,564 100.0 100.0 ▲ 5.5

法　人 17,932 17,593 42.8 44.5 ▲ 1.9

個　人 23,945 21,971 57.2 55.5 ▲ 8.2

経営組織

事　　業　　所　　数

平成14年 平成16年

構 成 比 （％）

[image: image55.emf](事業所）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

卸　売　業　計 11,567 10,608 100.0 100.0 ▲ 8.3

法　人 8,904 8,317 77.0 78.4 ▲ 6.6

個　人 2,663 2,291 23.0 21.6 ▲ 14.0

経営組織

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

事　　業　　所　　数
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[image: image57.emf](事業所）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

小　売　業　計 39,545 36,786 100.0 100.0 ▲ 7.0

法　人 17,564 17,539 44.4 47.7 ▲ 0.1

個　人 21,981 19,247 55.6 52.3 ▲ 12.4

経営組織

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

事　　業　　所　　数


[image: image3.emf]実数 構成比 前回比 実数 構成比 前回比 実数 構成比 前回比 実数 構成比 前回比 実数 構成比 前回比

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

58,614 100.0 ▲ 5.9 57,063 100.0 ▲ 9.4 53,891 100.0 ▲ 5.6 51,112 100.0 ▲ 5.2 47,394 100.0 ▲ 7.3

12,694 21.7 ▲ 6.6 12,711 22.3 ▲ 11.0 12,014 22.3 ▲ 5.5 11,567 22.6 ▲ 3.7 10,608 22.4 ▲ 8.3

45,920 78.3 ▲ 5.7 44,352 77.7 ▲ 9.0 41,877 77.7 ▲ 5.6 39,545 77.4 ▲ 5.6 36,786 77.6 ▲ 7.0

－ － － 362,635 100.0 － 353,359 100.0 ▲ 2.6 342,644 100.0 ▲ 3.0 330,084 100.0 ▲ 3.7

330,762 100.0 ▲ 5.0 347,469 100.0 ▲ 2.2 338,914 100.0 ▲ 2.5 324,704 100.0 ▲ 4.2 317,092 100.0 ▲ 2.3

－ － － 113,132 31.2 － 104,107 29.5 ▲ 8.0 98,311 28.7 ▲ 5.6 89,271 27.0 ▲ 9.2

108,035 32.7 ▲ 11.8 109,227 31.4 ▲ 9.3 100,558 29.7 ▲ 7.9 94,439 29.1 ▲ 6.1 86,647 27.3 ▲ 8.3

－ － － 249,503 68.8 － 249,252 70.5 ▲ 0.1 244,333 71.3 ▲ 2.0 240,813 73.0 ▲ 1.4

222,727 67.3 ▲ 1.3 238,242 68.6 1.2 238,356 70.3 0.0 230,265 70.9 ▲ 3.4 230,445 72.7 0.1

141,664 100.0 ▲ 2.2 125,139 100.0 ▲ 19.2 112,664 100.0 ▲ 10.0 107,572 100.0 ▲ 4.5 110,546 100.0 2.8

97,184 68.6 ▲ 2.9 82,476 65.9 ▲ 23.9 71,819 63.7 ▲ 12.9 67,901 63.1 ▲ 5.5 69,764 63.1 2.7

44,481 31.4 ▲ 0.6 42,663 34.1 ▲ 8.9 40,845 36.3 ▲ 4.3 39,671 36.9 ▲ 2.9 40,782 36.9 2.8

（注５）平成19年調査より、駅改札内及び有料道路内事業所を調査対象に加えた。

（注４）就業者数は、「従業者数」に「臨時雇用者数」及び「他からの派遣従業者数」を加え、「他への派遣従業者数」を除いたもの。

　　　（就業者数は、平成11年から調査。前回平成16年調査から「他への遣従業者数」が調査項目に加えられた。平成16年調査公表時の就業者数の値は、

       時系列を考慮し「他への派遣従業者数」を除いていない。）

平成19年（6月1日） 平成9年（6月1日） 平成11年（7月1日） 平成14年（6月1日） 平成16年（6月1日）


Ⅱ　 事 業 所 数 

～事業所数が多いのは、食料・飲料卸売業（卸売業）、飲食料品小売業（小売業）～

１　卸売業
平成19年調査における静岡県の卸売業の事業所数は、商業事業所県総数の22.4％に当たる1万608事業所となっており、前回調査に比べ8.3％減少している。
（１）業種別の事業所数

①　業種別にみると、食料・飲料卸売業1,500事業所（構成比 14.1％）、他に分類されない卸売業1,356事業所（同12.8 ％）、農畜産物・水産物卸売業1,280事業所（同 12.1％）、建築材料卸売業1,263事業所（同 11.9％）、一般機械器具卸売業1,053事業所（同 9.9％）の順となっており、これら上位5業種で卸売業全体の約6割を占めている。

[卸売業]　事業所数の業種別構成比
[image: image58.emf]（事業所）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

小売業計 39,545 36,786 100.0 100.0 ▲ 7.0

4人以下（小規模事業所） 27,622 24,920 69.8 67.7 ▲ 9.8

２人以下 18,154 16,497 45.9 44.8 ▲ 9.1

３～４人 9,468 8,423 23.9 22.9 ▲ 11.0

5～49人（中規模事業所） 11,515 11,346 29.1 30.8 ▲ 1.5

５～９人 6,602 6,474 16.7 17.6 ▲ 1.9

10～19人 3,487 3,557 8.8 9.7 2.0

20～29人 924 918 2.3 2.5 ▲ 0.6

30～49人 502 397 1.3 1.1 ▲ 20.9

50人以上（大規模事業所） 408 520 1.0 1.4 27.5

50～99人 299 373 0.8 1.0 24.7

100人以上 109 147 0.3 0.4 34.9

従 業 者 規 模

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

事　　業　　所　　数
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　[卸売業]　業種別事業所数、構成比、前回比
[image: image5.emf]（事業所）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

11,567 10,608 100.0 100.0 ▲ 8.3

各種商品 40 34 0.3 0.3 ▲ 15.0

繊維品 142 111 1.2 1.0 ▲ 21.8

衣服・身の回り品 431 340 3.7 3.2 ▲ 21.1

農畜産物・水産物 1,300 1,280 11.2 12.1 ▲ 1.5

食料・飲料 1,732 1,500 15.0 14.1 ▲ 13.4

建築材料 1,363 1,263 11.8 11.9 ▲ 7.3

化学製品 457 493 4.0 4.6 7.9

鉱物・金属材料 491 502 4.2 4.7 2.2

再生資源 341 316 2.9 3.0 ▲ 7.3

一般機械器具 1,101 1,053 9.5 9.9 ▲ 4.4

自動車 605 602 5.2 5.7 ▲ 0.5

電気機械器具 655 532 5.7 5.0 ▲ 18.8

その他の機械器具 364 313 3.1 3.0 ▲ 14.0

家具・建具・じゅう器等 501 444 4.3 4.2 ▲ 11.4

医薬品・化粧品等 585 469 5.1 4.4 ▲ 19.8

他に分類されない卸売業 1,459 1,356 12.6 12.8 ▲ 7.1

卸売業計

業     種

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

事　　業　　所　　数


　　（注） 他に分類されない卸売業は、紙・紙製品卸売業、金物卸売業、肥料・飼料卸売業、スポーツ用品・娯楽用品・がん具卸売業、たばこ卸売業、ジュエリー製品卸売業、代理商，仲立業、他に分類されないその他の卸売業。
②　前回調査との比較では、化学製品卸売業（前回比 7.9％増）、鉱物・金属材料卸売業（同 2.2％増）の2業種を除き、繊維品卸売業（同 21.8％減）、衣服・身の回り品卸売業（同 21.1％減）、医薬品・化粧品等卸売業（同 19.8％減）など残りの14業種すべてが減少している。

（２）従業者規模別の事業所数
①　従業者規模別にみると、5～9人規模 2,863事業所（構成比 27.0％）、3～4人規模 2,663事業所（同

25.1％）、2人以下規模 2,593事業所（同 24.4％）の順で、これら10人未満規模の事業所で、卸売業全

体の4分の3以上を占めている。

②　前回調査との比較では、100人以上の大規模事業所を除き、他のすべての規模で減少している。

[卸売業]　従業者規模別事業所数、構成比、前回比
[image: image6.emf]（事業所）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

卸売業計 11,567 10,608 100.0 100.0 ▲ 8.3

4人以下（小規模事業所） 5,735 5,256 49.6 49.5 ▲ 8.4

２人以下 2,763 2,593 23.9 24.4 ▲ 6.2

３～４人 2,972 2,663 25.7 25.1 ▲ 10.4

5～99人（中規模事業所） 5,807 5,327 50.2 50.2 ▲ 8.3

５～９人 3,194 2,863 27.6 27.0 ▲ 10.4

10～19人 1,705 1,630 14.7 15.4 ▲ 4.4

20～29人 464 435 4.0 4.1 ▲ 6.3

30～49人 278 261 2.4 2.5 ▲ 6.1

50～99人 166 138 1.4 1.3 ▲ 16.9

100人以上（大規模事業所） 25 25 0.2 0.2 0.0

従 業 者 規 模

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

事　　業　　所　　数


（３）経営組織別の事業所数
　①　卸売業を経営組織別にみると、法人事業所が78.4％、個人事業所が21.6％という構成になっており、卸
売業では小売業と比べると法人事業所の割合が高くなっている。

　②　前回調査との比較では、法人事業所は6.6％減、個人事業所は14.0％減といずれも減少している。

[卸売業]　経営組織別事業所数、構成比、前回比

２　小売業
平成19年調査における静岡県の小売業の事業所数は、商業事業所県総数の77.6％に当たる3万6,786事業所となっており、前回調査に比べ7.0％減少している。
（１）業種別の事業所数
①　業種別にみると、飲食料品小売業1万2,803事業所（構成比 34.8％）が最も多く、次いで織物・衣服・身の回り品小売業5,714事業所（同 15.5％）、他に分類されない小売業4,176事業所（同 11.4％）、自動車・自転車小売業3,184事業所（同 8.7％）、家具・じゅう器・機械器具小売業2,838事業所（同 7.7％）の順となっており、これら上位5業種で全体の8割近くを占めている。
[小売業]　事業所数の業種別構成比
[image: image7.emf] 
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［小売業］　業種別事業所数、構成比、前回比
[image: image8.emf]（事業所）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

39,545 36,786 100.0 100.0 ▲ 7.0

160 186 0.4 0.5 16.3

6,061 5,714 15.3 15.5 ▲ 5.7

14,345 12,803 36.3 34.8 ▲ 10.7

3,265 3,184 8.3 8.7 ▲ 2.5

3,390 2,838 8.6 7.7 ▲ 16.3

その他の小売業 12,324 12,061 31.2 32.8 ▲ 2.1

医薬品・化粧品 2,492 2,615 6.3 7.1 4.9

農耕用品 478 444 1.2 1.2 ▲ 7.1

燃料 1,959 1,803 5.0 4.9 ▲ 8.0

書籍・文房具 1,356 1,170 3.4 3.2 ▲ 13.7

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

1,217 1,076 3.1 2.9 ▲ 11.6

写真機・写真材料 144 136 0.4 0.4 ▲ 5.6

時計・眼鏡・光学機械 705 641 1.8 1.7 ▲ 9.1

他に分類されない小売業 3,973 4,176 10.0 11.4 5.1

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

事　　業　　所　　数

各種商品

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

自動車・自転車

家具・じゅう器・機械器具

業     種

小売業計


（注）　他に分類されない小売業は、たばこ・喫煙具専門小売業、花・植木小売業、建築材料小売業、ジュエリー製品小売業、ペット・ペット用品小売業、骨とう品小売業、中古品小売業（骨とう品を除く）、他に分類されないその他の小売業。
②　前回調査との比較では、各種商品小売業（前回比 16.3％増）、他に分類されない小売業（同 5.1％増）、医薬品・化粧品小売業（同 4.9％増）の3業種を除き、家具・じゅう器・機械器具小売業（同 16.3％減）、書籍・文房具小売業（同 13.7％減）、スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業（同 11.6％減）など残りの10業種で減少となっている。

（２）従業者規模別の事業所数
①　従業者規模別にみると、2人以下規模16,497事業所（構成比 44.8％）が小売業全体の半数近くを占め、次いで3～4人規模8,423事業所（同 22.9％）、5～9人規模6,474事業所（同 17.6％）の順となっており、9人以下規模の中規模・小規模事業所で小売業事業所総数の8割強を占めている。

2 前回調査との比較では、100人以上規模（前回比 34.9％増）、50～99人規模（同 24.7％増）と50人以上の大規模事業所が大幅に増加したのに対し、49人以下の中規模・小規模事業所においては、10～19人規模（同 2.0％増）を除き減少している。

[小売業]　従業者規模別事業所数、構成比、前回比

（３）経営組織別の事業所数
①　小売業を経営組織別にみると、法人事業所が47.7％、個人事業所が52.3％という構成になっており、個人事業所の割合がやや多くなっている。

2 前回調査との比較では、法人事業所は0.1％減、個人事業所は12.4％減といずれも減少している。

　　[小売業]　経営組織別事業所数、構成比、前回比

Ⅲ　 就 業 者 数
～就業者数の総数は減少も、小売業では他からの派遣従業者やパート・アルバイトなどは増加～

１　卸売業
平成19年調査における静岡県の卸売業の就業者数は、県内商業事業所の就業者総数の27.0％に当たる8万9,271人となっており、前回調査に比べ9.2％減少している。

（１）業種別の就業者数
①　業種別にみると、食料・飲料卸売業1万3,532人（構成比 15.2％）、農畜産物・水産物卸売業1万3,016
人（同 14.6％）、他に分類されない卸売業1万349人（同 11.6％）、建築材料卸売業8,676人（同 9.7％）、
一般機械器具卸売業8,015人（同 9.0％）の順となっており、これら上位5業種で全体の約6割を占めて

いる。
[卸売業]　就業者数の業種別構成比
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[卸売業]　業種別就業者数、構成比、前回比
[image: image10.emf]（人）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

98,311 89,271 100.0 100.0 ▲ 9.2

各種商品 634 598 0.6 0.7 ▲ 5.7

繊維品 656 475 0.7 0.5 ▲ 27.6

衣服・身の回り品 2,908 2,286 3.0 2.6 ▲ 21.4

農畜産物・水産物 13,933 13,016 14.2 14.6 ▲ 6.6

食料・飲料 16,097 13,532 16.4 15.2 ▲ 15.9

建築材料 9,569 8,676 9.7 9.7 ▲ 9.3

化学製品 3,202 3,870 3.3 4.3 20.9

鉱物・金属材料 5,240 4,568 5.3 5.1 ▲ 12.8

再生資源 2,374 2,276 2.4 2.5 ▲ 4.1

一般機械器具 7,965 8,015 8.1 9.0 0.6

自動車 5,876 6,080 6.0 6.8 3.5

電気機械器具 6,812 5,454 6.9 6.1 ▲ 19.9

その他の機械器具 3,112 2,795 3.2 3.1 ▲ 10.2

家具・建具・じゅう器等 3,105 2,674 3.2 3.0 ▲ 13.9

医薬品・化粧品等 5,520 4,607 5.6 5.2 ▲ 16.5

他に分類されない卸売業 11,308 10,349 11.5 11.6 ▲ 8.5

平成19年

構 成 比 (%)

就　　業　　者　　数

卸売業計

業     種

平成16年


②   前回調査との比較では、化学製品卸売業（前回比 20.9％増）、自動車卸売業（同 3.5％増）、一般機械器具卸売業（同 0.6％増）の3業種を除く残りの13業種すべてが減少している。このうち、繊維品卸売業（前回比 27.6％減）、衣服・身の回り品卸売業（同 21.4％減）の2業種では2割を、電気機械器具卸売業（同 19.9％減）、医薬品・化粧品等卸売業（同 16.5％減）、食料・飲料卸売業（同 15.9％減）、家具・建具・じゅう器等卸売業（同 13.9％減）、鉱物・金属材料卸売業（同 12.8％減）、その他の機械器具卸売業（同 10.2％減）の6業種では、1割を超えて減少している。

③　就業者数（8万9,271人）の内訳を就業形態別にみると､「正社員・正職員」が5万6,701人（構成比 63.2％）
と全体の6割超を占め、「パート・アルバイトなど」が1万5,688人（同 17.5％）、「有給役員」が1万1,089人（同 12.4％）、「個人事業主及び無給の家族従業者」が3,169人（同 3.5％）、「臨時雇用者」1,404人（同 1.6％）、「派遣従業者（「他からの派遣従業者数」－「他への派遣従業者数」）」が1,220人（同 1.4％）となっている。

[卸売業]　就業者数の内訳、構成比、前回比
[image: image11.emf]平成16年 平成19年 平成16年 平成19年

就業者（新定義） 98,311 89,271 99.3 99.5 ▲ 9.2

就業者（旧定義） 99,036 89,718 100.0 100.0 ▲ 9.4

個人事業主及び無給の家族従業者 3,392 3,169 3.4 3.5 ▲ 6.6

有給役員 12,093 11,089 12.2 12.4 ▲ 8.3

常用雇用者 78,954 72,389 79.7 80.7 ▲ 8.3

正社員・正職員 61,473 56,701 62.1 63.2 ▲ 7.8

パート・アルバイトなど 17,481 15,688 17.7 17.5 ▲ 10.3

臨時雇用者 2,549 1,404 2.6 1.6 ▲ 44.9

他からの派遣従業者 2,048 1,667 2.1 1.9 ▲ 18.6

他への派遣従業者 725 447 0.7 0.5 ▲ 38.3

前回比(％)

卸

売

業



就業者等数（人） 構成比(％)


（注1） 就業者数は、平成11年から公表され、次式で定義されてきた。

旧定義就業者数　＝　個人事業主＋無給の家族従業者＋有給役員＋常用雇用者＋臨時雇用者＋派遣・下請受入者

（注２）前回調査(平成16年調査)から次式のように就業者の定義が変更されている。

新定義就業者数　＝　旧定義就業者数　－  他への派遣従業者数

（注３）平成18年3月当室の発行した「平成16年商業統計調査報告書」における就業者数は、前回調査(平成14年)との比較を重視して、旧定義を用いて公表しているため、今回新定義により再計算した数値と一致していない。
④　就業者数（新定義）の就業形態別内訳を更に業種別にみると､「正社員・正職員」の割合が高いのは、各種商品卸売業(対就業者比率 83.4％)、その他の機械器具卸売業(同 80.8％)、電気機械器具卸売業(同 78.9％)の3業種で、いずれも8割程度を占めている。一方、「パート・アルバイトなど」の割合が高いのは、食料・飲料卸売業(対就業者比率 28.4％)、農畜産物・水産物卸売業(同 27.7％)、医薬品・化粧品等卸売業(同23.6％)、他に分類されない卸売業(同 22.5％)、衣服・身の回り品卸売業(同 22.4％)で、いずれも2割強から3割弱を占めている。

前回調査と比べると、卸売業16業種のうち10業種において「正社員・正職員」の割合が伸びており、6業種において「パート・アルバイトなど」の割合が伸びている。
２　小売業
平成19年調査における静岡県の小売業の就業者数は、県内商業事業所の就業者総数の73.0％に当たる24万813人となっており、前回調査に比べ1.4％減少している。

（１）業種別の就業者数
①　業種別にみると、飲食料品小売業10万4,302人（構成比 43.3％）、織物・衣服・身の回り品小売業　　　2万1,935人（同 9.1％）、他に分類されない小売業1万9,031人（同 7.9％）、自動車・自転車小売業
1万8,889人（同 7.8％）、医薬品・化粧品小売業1万6,060人（同 6.7％）の順となっており、これら上位5業種で全体の7割強を占めている。
[小売業]　就業者数の業種別構成比
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 [小売業]　業種別就業者数、構成比、前回比
[image: image13.emf]（人）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

244,333 240,813 100.0 100.0 ▲ 1.4

12,535 13,480 5.1 5.6 7.5

22,891 21,935 9.4 9.1 ▲ 4.2

104,850 104,302 42.9 43.3 ▲ 0.5

19,705 18,889 8.1 7.8 ▲ 4.1

14,213 11,738 5.8 4.9 ▲ 17.4

その他の小売業 70,139 70,469 28.7 29.3 0.5

医薬品・化粧品 12,283 16,060 5.0 6.7 30.7

農耕用品 2,019 1,846 0.8 0.8 ▲ 8.6

燃料 14,021 12,484 5.7 5.2 ▲ 11.0

書籍・文房具 14,980 12,636 6.1 5.2 ▲ 15.6

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

6,098 5,782 2.5 2.4 ▲ 5.2

写真機・写真材料 563 530 0.2 0.2 ▲ 5.9

時計・眼鏡・光学機械 2,266 2,100 0.9 0.9 ▲ 7.3

他に分類されない小売業 17,909 19,031 7.3 7.9 6.3

業     種

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

就　　業　　者　　数

自動車・自転車

家具・じゅう器・機械器具

小売業計

各種商品

織物・衣服・身の回り品

飲食料品


②　前回調査との比較では、医薬品・化粧品小売業(前回比 30.7％増）、各種商品小売業（同 7.5％増）、他に分類されない小売業（同 6.3％増）の3業種を除く、残りの10業種すべてが減少している。このうち、家具・じゅう器・機械器具小売業(前回比 17.4％減）、書籍・文房具小売業（同 15.6％減）、燃料小売業（同 11.0％減）の3業種では、1割を超えて減少している。
③　就業者数24万813人の内訳を就業形態別にみると､「パート・アルバイトなど」が11万6,498人（構成比 48.3％）と最も大きな割合を占めている。次いで、「正社員・正職員」が7万2,242人（構成比 29.9％）、「個人事業主及び無給の家族従業者」が2万6,266人（同 10.9％）、「有給役員」が1万5,439人（同 6.4％）、「派遣従業者（「他からの派遣従業者数」－「他への派遣従業者数」）」が5,604人（同 2.3％）、「臨時雇用者」が4,764人（同 2.0％）となっている。

前回調査との比較では、「他からの派遣従業者」(前回比 16.2％増)、「パート・アルバイトなど」(同6.6％増)の2形態において伸びているのに対し、残りの就業形態ではいずれも減少している。とりわけ、短期間の雇用である「臨時雇用者」は、前回調査では前回比32.3％増と大幅に増加したが、今回は49.0％減と大幅に減少した。また、「個人事業主及び無給家族従業者」(同 8.6％減)や「有給役員」(同 5.9％減)は、前回に引き続き減少している。

[小売業]　就業者数の内訳、構成比、前回比
[image: image14.emf]平成16年 平成19年 平成16年 平成19年

就業者（新定義） 244,333 240,813 99.8 99.8 ▲ 1.4

就業者（旧定義） 244,805 241,249 100.0 100.0 ▲ 1.5

個人事業主及び無給の家族従業者 28,722 26,266 11.7 10.9 ▲ 8.6

有給役員 16,415 15,439 6.7 6.4 ▲ 5.9

常用雇用者 185,128 188,740 75.6 78.2 2.0

正社員・正職員 75,820 72,242 31.0 29.9 ▲ 4.7

パート・アルバイトなど 109,308 116,498 44.7 48.3 6.6

臨時雇用者 9,341 4,764 3.8 2.0 ▲ 49.0

他からの派遣従業者 5,199 6,040 2.1 2.5 16.2

他への派遣従業者 472 436 0.2 0.2 ▲ 7.6

前回比(％)

小

売

業



就業者等数（人） 構成比(％)


（注）就業者の定義については、「[卸売業]就業者数の内訳、構成比、前回比」の（注）を参照のこと。
④　就業者数（新定義）の就業形態別内訳を更に業種別にみると､「正社員・正職員」の割合が高いのは、自動車・自転車小売業(対就業者比率 72.1％) の7割強を筆頭に、時計・眼鏡・光学機械小売業(同 51.4％)、農耕用品小売業(同 51.1％)の2業種がいずれも5割を超える水準で続いている。一方、「パート・アルバイトなど」の割合が高いのは、各種商品小売業(対就業者比率 63.0％)、飲食料品小売業(同 62.8％)、書籍・文房具小売業(同 50.5％)の3業種であり、こちらも5割を超える水準である。

前回調査と比べると、小売業13業種のほぼ3分の2に当たる8業種において「パート・アルバイトなど」の割合が、ほぼ半数に当たる6業種において「正社員・正職員」の割合がそれぞれ伸びている。

Ⅳ　年間商品販売額
～業種によって格差が大きい年間商品販売額の増減～

１　卸売業
平成19年調査における静岡県の卸売業の年間商品販売額は、年間商品販売額県総額の63.1％に当たる6兆9,764億円となっており、前回調査に比べ2.7％増加している。

（１）業種別の年間商品販売額
　　①　業種別にみると、農畜産物・水産物卸売業1兆492億円（構成比 15.0％）、鉱物・金属材料卸売業8,622億円（同 12.4％）、食料・飲料卸売業8,404億円（同 12.0％）、一般機械器具卸売業7,010億円（同 10.0％）、他に分類されない卸売業5,935億円（同 8.5％）の順となっており、これら上位5業種で全体の6割弱を占めている。
[卸売業]　年間商品販売額の業種別構成比
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[卸売業]　業種別年間商品販売額、構成比、前回比
[image: image16.emf]（億円）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

67,901 69,764 100.0 100.0 2.7

各種商品 452 618 0.7 0.9 36.6

繊維品 372 259 0.5 0.4 ▲ 30.2

衣服・身の回り品 1,036 697 1.5 1.0 ▲ 32.7

農畜産物・水産物 11,187 10,492 16.5 15.0 ▲ 6.2

食料・飲料 9,764 8,404 14.4 12.0 ▲ 13.9

建築材料 6,370 5,540 9.4 7.9 ▲ 13.0

化学製品 2,964 3,395 4.4 4.9 14.6

鉱物・金属材料 6,376 8,622 9.4 12.4 35.2

再生資源 499 835 0.7 1.2 67.2

一般機械器具 5,518 7,010 8.1 10.0 27.0

自動車 5,562 5,058 8.2 7.3 ▲ 9.1

電気機械器具 5,702 5,691 8.4 8.2 ▲ 0.2

その他の機械器具 1,739 1,845 2.6 2.6 6.1

家具・建具・じゅう器等 1,206 1,019 1.8 1.5 ▲ 15.5

医薬品・化粧品等 3,808 4,344 5.6 6.2 14.1

他に分類されない卸売業 5,347 5,935 7.9 8.5 11.0

業     種

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

年間商品販売額

卸売業計


②　前回調査との比較では、再生資源卸売業（前回比 67.2％増）、各種商品卸売業（同 36.6％増）、鉱物・金属材料卸売業（同 35.2％増）、一般機械器具卸売業（同 27.0％増）、化学製品卸売業（同 14.6％増）、医薬品・化粧品等卸売業（同 14.1％増）など8業種が増加している一方で、衣服・身の回り品卸売業（同 32.7％減）、繊維品卸売業（同 30.2％減）、家具・建具・じゅう器等卸売業（同 15.5％減）、食料・飲料卸売業（同 13.9％減）、建築材料卸売業（同 13.0％減）など8業種が減少しており、業種によって大きな格差がみられる。
（２）従業者規模別の年間商品販売額
①　従業者規模別にみると、10～19人規模（構成比 25.6％）、5～9人規模（同 21.2％）がそれぞれ全体

の2割を超え、次いで30～49人以下規模（同 13.2％）の順となっており、事業所数では全体の約5割を占めている4人以下の小規模事業所は、年間商品販売額においては1割強となっている。

②　前回の調査では、50～99人規模（前回比 6.3％増）と20～29人規模（同 1.7％増）の2つの階層を除き、すべての階層で減少であったのが、今回の調査では、50～99人規模（同16.4％減）、30～49人規模（同 2.8％減）の2つの階層を除き、すべての階層で増加している。

[卸売業]　従業者規模別の年間商品販売額、構成比、前回比
[image: image17.emf]（億円）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

卸売業計 67,901 69,764 100.0 100.0 2.7

4人以下（小規模事業所） 7,259 7,723 10.7 11.1 6.4

２人以下 1,762 2,115 2.6 3.0 20.1

３～４人 5,497 5,607 8.1 8.0 2.0

5～99人（中規模事業所） 56,759 58,087 83.6 83.3 2.3

５～９人 14,510 14,787 21.4 21.2 1.9

10～19人 15,907 17,844 23.4 25.6 12.2

20～29人 8,038 8,870 11.8 12.7 10.3

30～49人 9,479 9,209 14.0 13.2 ▲ 2.8

50～99人 8,825 7,378 13.0 10.6 ▲ 16.4

100人以上（大規模事業所） 3,883 3,955 5.7 5.7 1.8

従 業 者 規 模

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

年間商品販売額


２　小売業
平成19年調査における静岡県の小売業の年間商品販売額は、年間商品販売額県総額の36.9％に当たる4兆782億円となっており、前回調査に比べ2.8％増加している。

（１）業種別の年間商品販売額
①　業種別にみると、飲食料品小売業1兆3,235億円（構成比 32.5％）、自動車・自転車小売業5,516億

円（同 13.5％）、燃料小売業4,558億円（同 11.2％）、織物・衣服・身の回り品小売業3,471億円（同 8.5％）、

各種商品小売業3,066億円（同 7.5％）の順となっており、これら上位5業種で全体の7割強を占めてい

る。
[小売業]　年間商品販売額の業種別構成比
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 [小売業]　業種別年間商品販売額、構成比、前回比
[image: image19.emf]（億円）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

39,671 40,782 100.0 100.0 2.8

3,042 3,066 7.7 7.5 0.8

3,471 3,471 8.7 8.5 ▲ 0.0

13,221 13,235 33.3 32.5 0.1

5,718 5,516 14.4 13.5 ▲ 3.5

2,706 2,685 6.8 6.6 ▲ 0.8

その他の小売業 11,513 12,808 29.0 31.4 11.3

医薬品・化粧品 1,907 2,816 4.8 6.9 47.7

農耕用品 404 395 1.0 1.0 ▲ 2.4

燃料 3,891 4,558 9.8 11.2 17.1

書籍・文房具 1,283 1,202 3.2 2.9 ▲ 6.3

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

1,034 873 2.6 2.1 ▲ 15.6

写真機・写真材料 75 62 0.2 0.2 ▲ 16.9

時計・眼鏡・光学機械 286 251 0.7 0.6 ▲ 12.1

他に分類されない小売業 2,632 2,651 6.6 6.5 0.7

業     種

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

年間商品販売額

自動車・自転車

家具・じゅう器・機械器具

小売業計

各種商品

織物・衣服・身の回り品

飲食料品


②　前回調査との比較では、医薬品・化粧品小売業（前回比 47.7％増）を筆頭に、燃料小売業（同 17.1％増）、各種商品小売業（同 0.8％増）など5業種が増加した一方で、写真機・写真材料小売業（同 16.9％減）、スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業（同 15.6％減）、時計・眼鏡・光学機械小売業（同 12.1％減）の順で8業種が減少している。また、減少している業種においても、一部の業種を除き減少幅が減じてきている。
（２）従業者規模別の年間商品販売額
①　従業者規模別にみると、10～19人規模（構成比 22.6％）、5～9人規模（同 18.8％）がそれぞれ全体

の2割程度を占め、次いで100人以上規模（同 13.8％）の順となっている。事業所数では全体の7割弱を占めている4人以下の小規模事業所が年間商品販売額では2割弱であるのに対し、事業所数では1％強にすぎない50人以上の大規模事業所が年間商品販売額では2割以上を占めている。

2 　前回調査との比較では、4人以下の小規模事業所の階層が減少している一方で、50人以上の大規模事業所の増加が目立っている。なお、30～49人規模（前回比 25.8％減）が大幅に減少しているが、隣接する50～99人規模（同 25.1％増）の階層もほぼ同じレベルで増加していることから、前回の調査以降に小規模事業所級から大規模事業所級への階層の移動が多くあったものと思われる。

[小売業]　従業者規模別の年間商品販売額、構成比、前回比
[image: image20.emf]（億円）

前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年
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5～49人（中規模事業所） 23,882 23,624 60.2 57.9 ▲ 1.1

５～９人 7,498 7,687 18.9 18.8 2.5

10～19人 8,633 9,228 21.8 22.6 6.9

20～29人 3,894 3,846 9.8 9.4 ▲ 1.2

30～49人 3,856 2,862 9.7 7.0 ▲ 25.8

50人以上（大規模事業所） 8,808 10,532 22.2 25.8 19.6

50～99人 3,927 4,913 9.9 12.0 25.1

100人以上 4,880 5,619 12.3 13.8 15.1

従 業 者 規 模

平成16年 平成19年

構 成 比 (%)

年間商品販売額


Ⅴ　売場面積（小売業）
～事業所数が減少するも売場面積は増加～

平成19年調査における静岡県の小売業を営む事業所の売場面積は、前回調査から2.6％増の453万9,358㎡となっている。昭和63年調査以降、売場面積は増加している。
１　業種別の売場面積
（１）業種別にみると、飲食料品小売業131万1,917㎡（構成比 28.9％）、織物・衣服・身の回り品小売業68万7,551㎡（同 15.1％）、他に分類されない小売業64万6,878㎡（同 14.3％）、各種商品小売業48万473㎡（同 10.6％）、家具・じゅう器・機械器具小売業44万5,098㎡（同 9.8％）の順となっており、これら上位5業種で全体の8割弱を占めている。


[小売業]　売場面積の業種別構成比
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　　[小売業]　業種別売場面積、構成比、前回比
[image: image22.emf]前回比(%)
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農耕用品 54,521 46,533 1.2 1.0 ▲ 14.7

燃料 21,131 15,092 0.5 0.3 ▲ 28.6

書籍・文房具 149,070 129,718 3.4 2.9 ▲ 13.0

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

220,187 212,786 5.0 4.7 ▲ 3.4

写真機・写真材料 9,843 10,799 0.2 0.2 9.7
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（２）前回調査との比較では、医薬品・化粧品小売業（前回比 45.4％増）、各種商品小売業（同 18.0％増）、自動車・自転車小売業（同 16.2％増）など6業種で増加となっている一方で、燃料小売業（同 28.6％減）、家具・じゅう器・機械器具小売業（同 18.0％減）、農耕用品小売業（同 14.7％減）、書籍・文房具小売業（同 13.0％減）など7業種で減少している。

２　１事業所当たりの売場面積
　小売業全体の1事業所当たりの売場面積は145㎡で、前回調査に比べ10.7％増となっている。

（１）業種別にみると、百貨店や総合スーパーが含まれる各種商品小売業が2,611㎡と圧倒的に広く、次いで、スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業200㎡、家具・じゅう器・機械器具小売業が186㎡、書籍・文房具小売業163㎡の順となっている。

　　（２）前回比をみると、医薬品・化粧品小売業（前回比 40.0％増）、自動車・自転車小売業（同 17.5％増）、写真機・写真材料小売業（同 14.5％増）など9業種で増加している一方で、燃料小売業（同 12.7％減）、農耕用品小売業（同 8.3％減）など4業種で減少している。

[小売業]　業種別1事業所当たりの売場面積、前回比
[image: image23.emf]前回比(%)

平成16年 平成19年 19年/16年

131 145 10.7

2,562 2,611 1.9

112 122 8.9

98 108 10.2

126 148 17.5

189 186 ▲ 1.6

その他の小売業 133 148 11.3

医薬品・化粧品 100 140 40.0

農耕用品 120 110 ▲ 8.3

燃料 55 48 ▲ 12.7

書籍・文房具 156 163 4.5

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

183 200 9.3

写真機・写真材料 69 79 14.5

時計・眼鏡・光学機械 77 76 ▲ 1.3

他に分類されない小売業 153 162 5.9

小売業計

家具・じゅう器・機械器具

各種商品

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

自動車・自転車

業     種

1事業所当たりの売場面積

                  （㎡）


（注）1事業所当たりの売場面積は、売場面積を調査していない牛乳小売業、自動車（新車・中古）小売業、建具小売業、
畳小売業、ガソリンスタンド及び新聞小売業に属する事業所並びに訪問販売、通信・カタログ販売等で売場面積の無い
事業所を除いて算出している。

３　売場面積規模別の状況

（１）事業所数、年間商品販売額の推移
小売業の事業所数は、昭和57年をピークとして減少傾向が続いているが、売場面積1,000㎡以上の事業所数は一貫して増加していることから、売場面積1,000㎡未満の事業所数の減少によるものが大きいと考えられる。

小売業の年間商品販売額は、平成9年調査以降4調査連続で減少していたが、今回の調査で5調査ぶりに増加に転じた。これは、売場面積1,000㎡未満の事業所が相変わらず平成9年以降減少し続けていることから、前回調査を除き一貫して増加している1,000㎡以上の事業所の寄与によるものと考えられる。

［小売業］　売場面積規模別にみた事業所数、年間商品販売額の推移
①　事業所数　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②　年間商品販売額  　
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　③  事業所数の前回比推移
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④  年間商品販売額の前回比推移
[image: image27.emf]7.6

14.5

11.1

▲ 2.9

▲ 9.2

▲ 7.6

▲ 4.4

▲ 3.4

9.7

29.6

10.6

12.0

7.2

6.4

9.0

8.8

14.0

▲ 0.1

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

昭和60年 63年 平成3年 6年 9年 11年 14年 16年 19年

1,000㎡未満

1,000㎡以上

計


　　　
（２）事業所数
事業所数の構成比をみると、全体の8割以上を「500㎡未満」の事業所が占めている。

業種別にみると、織物・衣服・身の回り品小売業、飲食料品小売業における「500㎡未満」の事業所数が9割以上を占め突出している。
[小売業]　業種別、売場面積規模別事業所数、構成比
[image: image28.emf]（事業所）
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(注）不詳欄には、売場面積を調査していない牛乳小売業、自動車（新車・中古）小売業、建具小売業、畳小売業、ガソリンスタンド
及び新聞小売業に属する事業所並びに訪問販売、通信・カタログ販売等で売場面積の無い事業所が計上されている。
（３） 年間商品販売額
年間商品販売額の構成比をみると、事業所数では8割強と他を圧倒する「500㎡未満」の事業所は、年間商品販売額では4割に満たない37.1％であるのに対し、事業所数では3％弱の「500㎡以上1,000㎡未満」の事業所が10.1％、事業所数では0.1％しかない「6,000㎡以上」の事業所が8.0％を占めている。

[小売業] 業種別、売場面積規模別年間商品販売額、構成比
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Ⅵ　単位当たりの年間商品販売額（販売効率）
～１事業所当たりの年間商品販売額は卸売業でも小売業でも増加～

１　卸売業
　（１）１事業所当たりの年間商品販売額
卸売業の１事業所当たりの年間商品販売額は、前回調査と比べ12.3％増加し、6億5,927万円となっている。
　　　①　業種別にみると、各種商品卸売業が18億1,683万円と最も高く、次いで、鉱物・金属材料卸売業17億1,748万円、電気機械器具卸売業10億6,978万円、医薬品・化粧品等卸売業9億2,624万円、自動車卸売業8億4,028万円、農畜産物・水産物卸売業8億1,965万円の順となっている。
[卸売業]　業種別にみた1事業所当たりの年間商品販売額
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 [卸売業]　業種別にみた１事業所当たりの年間商品販売額、就業者（従業者）１人当たりの年間商品販売額
[image: image33.emf]平成16年 平成19年 前回差 前回比(%)

58,702 65,927 7,225 12.3 8,123 8,366

各種商品 113,013 181,683 68,670 60.8 10,399 10,669

繊維品 26,171 23,355 ▲ 2,816 ▲ 10.8 5,551 5,648

衣服・身の回り品 24,029 20,494 ▲ 3,535 ▲ 14.7 3,147 3,206

農畜産物・水産物 86,051 81,965 ▲ 4,086 ▲ 4.7 8,685 8,979

食料・飲料 56,375 56,030 ▲ 345 ▲ 0.6 6,656 6,848

建築材料 46,733 43,867 ▲ 2,866 ▲ 6.1 6,427 6,649

化学製品 64,851 68,865 4,014 6.2 8,869 9,090

鉱物・金属材料 129,864 171,748 41,884 32.3 19,206 19,416

再生資源 14,643 26,415 11,772 80.4 3,772 3,910

一般機械器具 50,122 66,568 16,446 32.8 8,808 9,077

自動車 91,934 84,028 ▲ 7,906 ▲ 8.6 8,369 8,672

電気機械器具 87,054 106,978 19,924 22.9 10,592 11,055

その他の機械器具 47,778 58,937 11,159 23.4 6,674 6,827

家具・建具・じゅう器等 24,064 22,956 ▲ 1,108 ▲ 4.6 3,902 3,940

医薬品・化粧品等 65,089 92,624 27,535 42.3 10,012 10,608

他に分類されない卸売業 36,647 44,626 7,979 21.8 6,140 6,301

業     種

卸売業計

就業者1人当たりの

年間商品販売額

　　　（万円）

従業者1人当たりの

年間商品販売額

　　　（万円）

1事業所当たりの年間商品販売額（万円）


（注１）1事業所当たりの年間商品販売額は、年間商品販売額を持つ事業所についてのみ算出している。
（注２）就業者（従業者）１人当たりの年間商品販売額は、パート・アルバイトなどの従業者について8時間換算したものを用いて、換算後の就業者（従業者）及び年間商品販売額を持つ事業所についてのみ算出している。
②　前回調査との比較では、再生資源卸売業（前回比 80.4％増）、各種商品卸売業（同 60.8％増）、医薬品・化粧品等卸売業（同 42.3％増）など9業種で増加となっている一方で、衣服・身の回り品卸売業（同 14.7％減）、繊維品卸売業（同 10.8％減）、自動車卸売業（同 8.6％減）などの7業種では減少となっている。

（２）就業者１人当たりの年間商品販売額
　　　卸売業の就業者1人当たりの年間商品販売額は、8,123万円であった。

業種別にみると、鉱物・金属材料卸売業が1億9,206万円と最も高く、次いで電気機械器具卸売業1億592万円、各種商品卸売業1億399万円、医薬品・化粧品等卸売業1億12万円、化学製品卸売業8,869万円、一般機械器具卸売業8,808万円、農畜産物・水産物卸売業8,685万円、自動車卸売業8,369万円の順となっている。

２　小売業
（１）１事業所当たりの年間商品販売額
小売業の１事業所当たりの年間商品販売額は、前回調査と比べ10.5％増加し、1億1,086万円となってい
る。
　　①　業種別にみると、各種商品小売業が16億4,858万円と群を抜いて高く、次いで燃料小売業2億5,278
万円、自動車・自転車小売業1億7,325万円、医薬品・化粧品小売業1億770万円、飲食料品小売業1億
337万円、書籍・文房具小売業1億275万円の順となっている。

［小売業］　業種別にみた1事業所当たりの年間商品販売額
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［小売業］　業種別にみた１事業所当たりの年間商品販売額、就業者（従業者）１人当たりの年間商品販売額
[image: image35.emf]平成16年 平成19年 前回差 前回比(%)

10,032 11,086 1,054 10.5 2,035 2,143

190,128 164,858 ▲ 25,270 ▲ 13.3 2,674 3,479

5,726 6,074 348 6.1 1,714 1,810

9,217 10,337 1,120 12.2 1,683 1,761

17,512 17,325 ▲ 187 ▲ 1.1 2,943 2,979

7,983 9,461 1,478 18.5 2,390 2,475

その他の小売業 9,342 10,620 1,278 13.7 2,132 2,218

医薬品・化粧品 7,653 10,770 3,117 40.7 2,110 2,190

農耕用品 8,455 8,887 432 5.1 2,168 2,248

燃料 19,863 25,278 5,415 27.3 4,072 4,202

書籍・文房具 9,461 10,275 814 8.6 1,247 1,318

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

8,500 8,109 ▲ 391 ▲ 4.6 1,774 1,918

写真機・写真材料 5,204 4,577 ▲ 627 ▲ 12.0 1,319 1,333

時計・眼鏡・光学機械 4,052 3,918 ▲ 134 ▲ 3.3 1,206 1,232

他に分類されない小売業 6,625 6,349 ▲ 276 ▲ 4.2 1,598 1,650

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

業     種

自動車・自転車

家具・じゅう器・機械器具

小売業計

各種商品

1事業所当たりの年間商品販売額（万円）

就業者1人当たりの

年間商品販売額

　　　（万円）

従業者1人当たりの

年間商品販売額

　　　（万円）


（注）算出については、「[卸売業]業種別にみた１事業所当たりの年間商品販売額、就業者(従業者)１人当たりの年間商品販売額」の（注）を参照の
こと。
②　前回調査との比較では、医薬品・化粧品小売業（前回比 40.7％増）、燃料小売業（同 27.3％増）、家具・じゅう器・機械器具小売業（同 18.5％増）、飲食料品小売業（同 12.2％増）、書籍・文房具小売業（同 8.6％増）など7業種で増加となっている。

一方、各種商品小売業（前回比 13.3％減）、写真機・写真材料小売業（同 12.0％減）、スポーツ用品・
がん具・娯楽用品・楽器小売業（同 4.6％減）など6業種で減少となっている。
（２）就業者１人当たりの年間商品販売額
　　　小売業の就業者1人当たりの年間商品販売額は、2,035万円であった。

業種別にみると、燃料小売業が4,072万円と最も高く、次いで自動車・自転車小売業2,943万円、各種商品小売業2,674万円、家具・じゅう器・機械器具小売業2,390万円、農耕用品小売業2,168万円の順で、最も低いのは、時計・眼鏡・光学機械小売業の1,206万円となっている。

（３）売場面積１㎡当たりの年間商品販売額
　売場面積１㎡当たりの年間商品販売額は、前回調査と比べ1.5％減少し、64万円であった。
①　業種別にみると、１㎡当たりの年間商品販売額が最も高いのは、217万円の燃料小売業で、次いで飲食料品小売業91万円、医薬品・化粧品小売業79万円、農耕用品小売業76万円、各種商品小売業64万円、写真機・写真材料小売業58万円の順となっている。
②　前回調査との比較では、家具・じゅう器・機械器具小売業（前回比 18.8％増）、農耕用品小売業（同 10.1％増）、医薬品・化粧品小売業（同 3.9％増）の3業種で増加となったが、写真機・写真材料小売業（同 23.7％減）、各種商品小売業（同 14.7％減）、スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業（同 12.8％減）、他に分類されない小売業（同 9.3％減）など10業種で減少している。

［小売業］　業種別にみた売場面積１㎡当たりの年間商品販売額
[image: image36.emf]平成16年 平成19年 前回差 前回比(%)

65 64 ▲ 1 ▲ 1.5

75 64 ▲ 11 ▲ 14.7

44 43 ▲ 1 ▲ 2.3

92 91 ▲ 1 ▲ 1.1

39 38 ▲ 1 ▲ 2.6

48 57 9 18.8

その他の小売業 55 53 ▲ 2 ▲ 3.6

医薬品・化粧品 76 79 3 3.9

農耕用品 69 76 7 10.1

燃料 222 217 ▲ 5 ▲ 2.3

書籍・文房具 47 46 ▲ 1 ▲ 2.1

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

47 41 ▲ 6 ▲ 12.8

写真機・写真材料 76 58 ▲ 18 ▲ 23.7

時計・眼鏡・光学機械 53 51 ▲ 2 ▲ 3.8

他に分類されない小売業 43 39 ▲ 4 ▲ 9.3

自動車・自転車

家具・じゅう器・機械器具

小売業計

各種商品

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

業     種

売場面積1㎡当たりの年間商品販売額（万円）


(注）売場面積を調査していない牛乳小売業、自動車（新車・中古）小売業、建具小売業、畳小売業、ガソリンスタンド及び

新聞小売業に属する事業所並びに訪問販売、通信・カタログ販売等で売場面積の無い事業所を除いて算出している。

Ⅶ　営業時間（小売業）
～営業時間が長いのは、燃料小売業～

　　小売業の事業所数を営業時間別にみると、最も多いのは「10時間以上12時間未満」（構成比 39.2％）、

次いで「8時間以上10時間未満」（同33.3％）となっている。

業種別にみると、農耕用品小売業（構成比 52.3％）、時計・眼鏡・光学機械小売業（同 48.0％）など4業種で「8時間以上10時間未満」の割合が最も高くなっているのに対し、写真機・写真材料小売業（同 67.6％）、各種商品小売業（同 54.8％）、自動車・自転車小売業（同 53.6％）など8業種では「10時間以上12時間未満」の割合が最も高くなっている。

　　また、12時間以上（終日営業を含む）の事業所数の割合は、燃料小売業が6割を超える65.7％と極めて高く、次いで飲食料品小売業の29.3％となっている。

[小売業]　業種別、営業時間別事業所数、構成比
[image: image37.emf]小売業計 36,786 2,200 12,256 14,405 4,753 1,147 1,449 576

各種商品 186 6 36 102 19 13 10 －

織物・衣服・身の回り品 5,714 448 2,495 2,326 388 55 2 －

飲食料品 12,803 902 3,292 4,622 2,064 448 1,236 239

自動車・自転車 3,184 34 1,314 1,706 112 17 1 －

家具・じゅう器・機械器具 2,838 108 1,147 1,384 188 8 3 －

その他の小売業 12,061 702 3,972 4,265 1,982 606 197 337

医薬品・化粧品 2,615 105 961 1,225 306 18 － －

農耕用品 444 11 232 158 42 － 1 －

燃料 1,803 7 325 287 704 316 164 －

書籍・文房具 1,170 41 176 326 236 50 4 337

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

1,076 75 311 456 147 83 4 －

写真機・写真材料 136 5 19 92 18 2 － －

時計・眼鏡・光学機械 641 5 308 285 39 4 － －

他に分類されない小売業 4,176 453 1,640 1,436 490 133 24 －

不　詳

業     種

事　　　業　　　所　　　数　　　　　　　　　　(事業所）

計

8～10

時間未満

10～12

時間未満

12～14

時間未満

14～24

時間未満

8時間未満 終日営業


[image: image38.emf]小売業計 100.0 6.0 33.3 39.2 12.9 3.1 3.9 1.6

各種商品 100.0 3.2 19.4 54.8 10.2 7.0 5.4 －

織物・衣服・身の回り品 100.0 7.8 43.7 40.7 6.8 1.0 0.0 －

飲食料品 100.0 7.0 25.7 36.1 16.1 3.5 9.7 1.9

自動車・自転車 100.0 1.1 41.3 53.6 3.5 0.5 0.0 －

家具・じゅう器・機械器具 100.0 3.8 40.4 48.8 6.6 0.3 0.1 －

その他の小売業 100.0 5.8 32.9 35.4 16.4 5.0 1.6 2.8

医薬品・化粧品 100.0 4.0 36.7 46.8 11.7 0.7 － －

農耕用品 100.0 2.5 52.3 35.6 9.5 － 0.2 －

燃料 100.0 0.4 18.0 15.9 39.0 17.5 9.1 －

書籍・文房具 100.0 3.5 15.0 27.9 20.2 4.3 0.3 28.8

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器

100.0 7.0 28.9 42.4 13.7 7.7 0.4 －

写真機・写真材料 100.0 3.7 14.0 67.6 13.2 1.5 － －

時計・眼鏡・光学機械 100.0 0.8 48.0 44.5 6.1 0.6 － －

他に分類されない小売業 100.0 10.8 39.3 34.4 11.7 3.2 0.6 －

終日営業

業     種

構　　　成　　　比　　　（％）

計 8時間未満

8～10

時間未満

10～12

時間未満

12～14

時間未満

14～24

時間未満

不　詳


(注）不詳欄には、営業時間を調査していない牛乳小売業、新聞小売業に属する事業所が計上されている。
Ⅷ　業態別の状況（小売業）
～総合スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストアは増加、中心店、その他の小売店は減少～

小売業を業態別にみると、事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額、売場面積ともに増加しているのは、総合スーパー、衣料品スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア、その他のスーパーのうちの各種商品取扱店、減少しているのは、住関連スーパー、中心店、その他の小売店となっている。
１　事業所数
事業所数は、総合スーパー38事業所（前回比 11.8％増）、その他のスーパー2,145事業所（同 7.6％増）、ドラッグストア416事業所（同 4.0％増）、コンビニエンスストア1,245事業所（同 3.8％増）は増加したが、その他の小売店58事業所（同 37.6％減）、百貨店4事業所（同 20.0％減）、中心店9,675事業所（同 18.4％減）、専門スーパー1,121事業所（同 6.9％減）、専門店22,084事業所（同 3.0％減）は減少した。
２　就業者数
就業者数は、ドラッグストア6,392人（前回比 75.3％増）、その他のスーパー15,630人（同 16.5％増）、百貨店4,209人（同 6.8％増）、コンビニエンスストア18,796人（同 3.5％増）、専門スーパー39,762人（同 0.8％増）、総合スーパー7,893人（同 0.7％増）は増加したが、その他の小売店352人（同 25.4％減）、中心店45,682人（同 13.5％減）、専門店102,097人（同 2.4％減）は減少した。

[小売業]　業態別、事業所数、就業者数、従業者数、前回比
[image: image39.emf]平成16年 平成19年 前回比 平成16年 平成19年 前回比 平成16年 平成19年 前回比

(事業所) (事業所) (％) (人) (人) (％) (人) (人) (％)

39,545 36,786 ▲ 7.0 244,333 240,813 ▲ 1.4 230,265 230,445 0.1

百貨店

5 4 ▲ 20.0 3,942 4,209 6.8 1,723 1,655 ▲ 3.9

大型百貨店

5 4 ▲ 20.0 3,942 4,209 6.8 1,723 1,655 ▲ 3.9

その他の百貨店

- - - - - - - - -

総合スーパー

34 38 11.8 7,842 7,893 0.7 7,802 7,839 0.5

大型総合スーパー

32 35 9.4 7,605 7,640 0.5 7,565 7,586 0.3

中型総合スーパー

2 3 50.0 237 253 6.8 237 253 6.8

専門スーパー

1,204 1,121 ▲ 6.9 39,455 39,762 0.8 36,578 38,273 4.6

衣料品スーパー

224 257 14.7 2,459 2,611 6.2 2,390 2,543 6.4

食料品スーパー

595 570 ▲ 4.2 27,824 29,257 5.2 25,166 28,035 11.4

住関連スーパー

385 294 ▲ 23.6 9,172 7,894 ▲ 13.9 9,022 7,695 ▲ 14.7

うちホームセンター

137 98 ▲ 28.5 5,409 4,355 ▲ 19.5 5,344 4,312 ▲ 19.3

コンビニエンスストア

1,200 1,245 3.8 18,155 18,796 3.5 16,897 18,497 9.5

うち終日営業店

1,052 1,178 12.0 17,010 18,194 7.0 15,825 17,907 13.2

ドラッグストア

400 416 4.0 3,647 6,392 75.3 3,594 6,193 72.3

その他のスーパー

1,994 2,145 7.6 13,422 15,630 16.5 12,849 15,175 18.1

うち各種商品取扱店

24 85 254.2 234 997 326.1 217 974 348.8

専門店

22,764 22,084 ▲ 3.0 104,614 102,097 ▲ 2.4 100,141 98,449 ▲ 1.7

衣料品専門店

3,184 3,245 1.9 9,985 9,781 ▲ 2.0 9,592 9,506 ▲ 0.9

食料品専門店

6,339 5,851 ▲ 7.7 30,515 30,071 ▲ 1.5 29,128 28,870 ▲ 0.9

住関連専門店

13,241 12,988 ▲ 1.9 64,114 62,245 ▲ 2.9 61,421 60,073 ▲ 2.2

中心店

11,851 9,675 ▲ 18.4 52,784 45,682 ▲ 13.5 50,255 44,038 ▲ 12.4

衣料品中心店

2,454 2,011 ▲ 18.1 9,554 8,645 ▲ 9.5 8,654 7,864 ▲ 9.1

食料品中心店

4,082 3,097 ▲ 24.1 18,004 13,937 ▲ 22.6 17,244 13,499 ▲ 21.7

住関連中心店

5,315 4,567 ▲ 14.1 25,226 23,100 ▲ 8.4 24,357 22,675 ▲ 6.9

その他の小売店

93 58 ▲ 37.6 472 352 ▲ 25.4 426 326 ▲ 23.5

うち各種商品取扱店

93 53 ▲ 43.0 472 296 ▲ 37.3 426 270 ▲ 36.6

業態分類

小売業計

従業者数 事業所数 就業者数


（注）業態分類の定義については、付録３「業態分類表」を参照のこと。

３　年間商品販売額
年間商品販売額は、ドラッグストア1,309億円（前回比 92.6％増）、コンビニエンスストア2,167億円（同 7.0％増）、専門店1兆6,466億円（同 5.5％増）、総合スーパー1,870億円（同 4.3％増）は増加したが、その他の小売店49億円（同 32.4％減）、百貨店1,031億円（同 9.9％減）、専門スーパー7,525億円（同 4.7％減）、その他のスーパー1,898億円（同 1.0％減）、中心店8,468億円（同 0.8％減）は減少した。

４　売場面積
売場面積は、ドラッグストア221,911㎡（前回比 99.6％増）、その他のスーパー332,890㎡（同 22.5％増）、総合スーパー349,394㎡（同 21.4％増）、コンビニエンスストア147,407㎡（同 8.3％増）、専門店1,516,114㎡（同 6.6％増）は増加したが、その他の小売店8,463㎡（同 28.7％減）、百貨店79,687㎡（同 21.0％減）、中心店725,605㎡（同 19.3％減）、専門スーパー1,157,887㎡（同 2.0％減）は減少した。

[小売業]　業態別、年間商品販売額、売場面積、前回比
[image: image40.emf]平成16年 平成19年 前回比 平成16年 平成19年 前回比

(億円) (億円) (％) (㎡) (㎡) (％)

39,671 40,782 2.8 4,423,227 4,539,358 2.6

百貨店

1,144 1,031 ▲ 9.9 100,887 79,687 ▲ 21.0

大型百貨店

1,144 1,031 ▲ 9.9 100,887 79,687 ▲ 21.0

その他の百貨店

- - - - - -

総合スーパー

1,793 1,870 4.3 287,878 349,394 21.4

大型総合スーパー

X 1,795 - X 340,542 -

中型総合スーパー

X 75 - X 8,852 -

専門スーパー

7,897 7,525 ▲ 4.7 1,181,844 1,157,887 ▲ 2.0

衣料品スーパー

464 601 29.5 133,955 158,737 18.5

食料品スーパー

5,353 5,316 ▲ 0.7 535,541 559,682 4.5

住関連スーパー

2,081 1,609 ▲ 22.7 512,348 439,468 ▲ 14.2

うちホームセンター

1,305 1,069 ▲ 18.1 326,276 311,776 ▲ 4.4

コンビニエンスストア

2,025 2,167 7.0 136,123 147,407 8.3

うち終日営業店

1,904 2,088 9.6 122,999 141,516 15.1

ドラッグストア

679 1,309 92.6 111,197 221,911 99.6

その他のスーパー

1,916 1,898 ▲ 1.0 271,649 332,890 22.5

うち各種商品取扱店

28 116 306.2 6,130 42,906 599.9

専門店

15,607 16,466 5.5 1,422,491 1,516,114 6.6

衣料品専門店

1,551 1,096 ▲ 29.4 222,413 249,772 12.3

食料品専門店

2,310 2,511 8.7 239,306 223,630 ▲ 6.6

住関連専門店

11,746 12,859 9.5 960,772 1,042,712 8.5

中心店

8,536 8,468 ▲ 0.8 899,291 725,605 ▲ 19.3

衣料品中心店

1,338 1,654 23.6 285,952 245,242 ▲ 14.2

食料品中心店

2,257 1,801 ▲ 20.2 255,055 182,531 ▲ 28.4

住関連中心店

4,941 5,013 1.5 358,284 297,832 ▲ 16.9

その他の小売店

72 49 ▲ 32.4 11,867 8,463 ▲ 28.7

うち各種商品取扱店

72 43 ▲ 40.4 11,867 7,717 ▲ 35.0

売場面積

業態分類

小売業計

年間商品販売額


Ⅸ　市町別の状況
～年間商品販売額は25市町で増加、17市町で減少～

　調査期日である平成19年6月1日現在でみた県内市町別の商業（卸売業、小売業）の概況は、以下のとおりである。

１　事業所数
事業所数は、静岡市の1万497事業所(構成比 22.1％）を筆頭に、浜松市9,455事業所（同 19.9％）、沼津市2,923事業所（同6.2％）、富士市2,872事業所（同 6.1％）、焼津市1,583事業所(同 3.3％)の順となっており、上位5市で6割弱を占めている。

前回調査との比較では、県内42市町すべてにおいて事業所数が減少しているが、その中で最も減少率が小さかったのは芝川町（前回比 1.2％減）で、ついで焼津市（同 1.9％減）、長泉町（同 2.0％減）の順になっている。前回調査では、減少率が最も大きかったのが旧浅羽町の23.9％減であったが、今回は西伊豆町が14.3％減となっており、2割を超えて減少した市町はなかった。
２　就業者数
就業者数は、静岡市の77,172人（構成比 23.4％）を筆頭に、浜松市71,433人（同 21.6％）、沼津市22,239人（同 6.7％）、富士市20,656人（同 6.3％）、藤枝市10,699人（同 3.2％）の順となっており、上位5市で6割強を占めている。　
前回調査との比較では、富士川町（前回比 19.5％増）を筆頭に、小山町（同 16.1％増）、御殿場市（同 7.8％増）など14市町で増加となった。その一方で、東伊豆町（前回比 14.4％減）、西伊豆町（同 12.9％減）、熱海市（同 11.6％減）など28市町で減少となっている。

３　年間商品販売額
年間商品販売額は、静岡市の3兆3,383億円（構成比 30.2％）を筆頭に、浜松市2兆9,044億円（同 26.3％）、

沼津市7,923億円（同 7.2％）、 富士市6,652億円（同 6.0％）、焼津市3,173億円（同 2.9％）の順と

なっており、上位5市で7割強を占めている。
　前回調査との比較では、富士川町（前回比 31.0％増）を筆頭に、菊川市（同 22.0％増）、長泉町（同17.7％増）など25市町で増加となった。その一方で、東伊豆町（前回比 17.0％減）、熱海市（同 11.8％減）、裾野市（同 10.9％減）など17市町で減少となっている。　
　

　

事業所数、就業者数、年間商品販売額別の上位市町

［商業計］
[image: image41.emf]市名 (事業所)

構成比(％)

市名 (人)

構成比(％)

市名 (億円)

構成比(％)

1 静岡市 10,497 22.1 静岡市 77,172 23.4 静岡市 33,383 30.2

2 浜松市 9,455 19.9 浜松市 71,433 21.6 浜松市 29,044 26.3

3 沼津市 2,923 6.2 沼津市 22,239 6.7 沼津市 7,923 7.2

4 富士市 2,872 6.1 富士市 20,656 6.3 富士市 6,652 6.0

5 焼津市 1,583 3.3 藤枝市 10,699 3.2 焼津市 3,173 2.9

順位

事業所数 就業者数 年間商品販売額


[image: image42.emf]町名 (事業所)

構成比(％)

町名 (人)

構成比(％)

町名 (億円)

構成比(％)

1 清水町 476 1.0 清水町 4,471 1.4 清水町 1,754 1.6

2 長泉町 348 0.7 長泉町 2,767 0.8 長泉町 959 0.9

3 吉田町 305 0.6 函南町 2,655 0.8 吉田町 599 0.5

4 函南町 290 0.6 吉田町 2,463 0.7 函南町 558 0.5

5 森町 252 0.5 大井川町 1,493 0.5 大井川町 496 0.4

順位

事業所数 就業者数 年間商品販売額


［卸売業］
[image: image43.emf]市名 (事業所)

構成比(％)

市名 (人)

構成比(％)

市名 (億円)

構成比(％)

1 静岡市 2,926 27.6 静岡市 27,071 30.3 静岡市 25,311 36.3

2 浜松市 2,374 22.4 浜松市 21,842 24.5 浜松市 19,668 28.2

3 沼津市 845 8.0 沼津市 7,661 8.6 沼津市 5,439 7.8

4 富士市 737 6.9 富士市 5,830 6.5 富士市 4,146 5.9

5 焼津市 371 3.5 焼津市 2,694 3.0 焼津市 1,945 2.8

順位

事業所数 就業者数 年間商品販売額


[image: image44.emf]町名 (事業所)

構成比(％)

町名 (人)

構成比(％)

町名 (億円)

構成比(％)

1 清水町 157 1.5 清水町 1,845 2.1 清水町 1,205 1.7

2 長泉町 88 0.8 長泉町 801 0.9 長泉町 646 0.9

3 吉田町 74 0.7 吉田町 587 0.7 吉田町 328 0.5

4 函南町 51 0.5 大井川町 384 0.4 大井川町 299 0.4

5 大井川町 50 0.5 函南町 307 0.3 函南町 159 0.2

順位

事業所数 就業者数 年間商品販売額


［小売業］
[image: image45.emf]市名 (事業所)

構成比(％)

市名 (人)

構成比(％)

市名 (億円)

構成比(％)

1 静岡市 7,571 20.6 静岡市 50,101 20.8 浜松市 9,377 23.0

2 浜松市 7,081 19.2 浜松市 49,591 20.6 静岡市 8,072 19.8

3 富士市 2,135 5.8 富士市 14,826 6.2 富士市 2,506 6.1

4 沼津市 2,078 5.6 沼津市 14,578 6.1 沼津市 2,484 6.1

5 磐田市 1,301 3.5 磐田市 8,745 3.6 御殿場市 1,460 3.6

順位

事業所数 就業者数 年間商品販売額


[image: image46.emf]町名 (事業所)

構成比(％)

町名 (人)

構成比(％)

町名 (億円)

構成比(％)

1 清水町 319 0.9 清水町 2,626 1.1 清水町 550 1.3

2 長泉町 260 0.7 函南町 2,348 1.0 函南町 399 1.0

3 函南町 239 0.6 長泉町 1,966 0.8 長泉町 313 0.8

4 吉田町 231 0.6 吉田町 1,876 0.8 吉田町 271 0.7

5 東伊豆町 211 0.6 大井川町 1,109 0.5 大井川町 197 0.5

順位

事業所数 就業者数 年間商品販売額


（注）市町の区分は、平成19年6月1日現在のものである。

Ⅹ　地域別の状況
～事業所数、就業者数はほぼすべての地域で減少～

卸売業、小売業とも事業所数はすべての地域で減少し、就業者数は小売業の西部地域を除くすべての地域で減少した。

１　卸売業
事業所数の構成比をみると、中部地域27.8％、東部地域24.4％、西部地域23.0％の順となっている。
就業者数の構成比をみると、中部地域30.5％、西部地域24.8％、東部地域23.4％の順となっている。

従業者数の構成比をみると、中部地域30.3％、西部地域24.9％、東部地域23.6％の順となっている。

年間商品販売額の構成比をみると、中部地域36.3％、西部地域28.4％、東部地域20.4％の順となっている。
［卸売業］　地域別の事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額、構成比、前回比
[image: image47.emf]構成比 前回比 構成比 前回比 構成比 前回比 構成比 前回比

(事業所) (％) (％) (人) (％) (％) (人) (％) (％) (億円) (％) (％)

県 計 10,608

100.0

▲ 8.3 89,271

100.0

▲ 9.2 86,647

100.0

▲ 8.3 69,764

100.0

2.7

伊 豆 半 島 686

6.5

▲ 9.5 4,136

4.6

▲ 10.8 4,036

4.7

▲ 9.6 1,217

1.7

▲ 10.0

東 部 2,591

24.4

▲ 6.3 20,928

23.4

▲ 7.6 20,428

23.6

▲ 6.6 14,198

20.4

6.3

中 部 2,944

27.8

▲ 9.1 27,192

30.5

▲ 9.8 26,247

30.3

▲ 9.5 25,352

36.3

1.6

志太榛原・中東遠

1,943

18.3

▲ 7.9 14,850

16.6

▲ 8.5 14,323

16.5

▲ 6.2 9,206

13.2

0.5

西 部 2,444

23.0

▲ 9.3 22,165

24.8

▲ 10.1 21,613

24.9

▲ 9.3 19,791

28.4

3.8

事業所数

地　域

就業者数 従業者数 年間商品販売額


２　小売業
事業所数の構成比をみると、東部地域24.1％、志太榛原・中東遠地域23.9％、中部地域20.9％の順となっている。
就業者数の構成比をみると、東部地域25.9％、志太榛原・中東遠地域23.3％、西部地域21.9％の順となっている。

従業者数の構成比をみると、東部地域26.1％、志太榛原・中東遠地域23.5％、西部地域22.4％の順となっている。

年間商品販売額の構成比をみると、東部地域26.2％、西部地域24.2％、志太榛原・中東遠地域22.8％の順となっている。
［小売業］　地域別の事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額、構成比、前回比
[image: image48.emf]構成比 前回比 構成比 前回比 構成比 前回比 構成比 前回比

(事業所) (％) (％) (人) (％) (％) (人) (％) (％) (億円) (％) (％)

県 計 36,786

100.0

▲ 7.0 240,813

100.0

▲ 1.4 230,445

100.0

0.1 40,782

100.0

2.8

伊 豆 半 島 3,861

10.5

▲ 8.3 18,989

7.9

▲ 5.6 18,478

8.0

▲ 2.2 2,831

6.9

▲ 1.7

東 部 8,871

24.1

▲ 7.4 62,296

25.9

▲ 0.3 60,088

26.1

2.1 10,685

26.2

1.3

中 部 7,681

20.9

▲ 8.3 50,583

21.0

▲ 4.9 46,128

20.0

▲ 5.7 8,121

19.9

▲ 0.7

志太榛原・中東遠

8,784

23.9

▲ 6.1 56,171

23.3

▲ 1.6 54,229

23.5

▲ 0.0 9,280

22.8

5.2

西 部 7,589

20.6

▲ 5.4 52,774

21.9

2.5 51,522

22.4

4.3 9,864

24.2

6.8

地　域

年間商品販売額 事業所数 就業者数 従業者数


ⅩⅠ　全国における静岡県の商業　
～事業所数、就業者数、売場面積は全国10位、年間商品販売額は全国11位～

１　全国の状況
経済産業省が公表した平成19年商業統計調査結果確報によると、全国の卸売・小売業計を営む事業所数は、147万事業所（前回比 8.7％減）、就業者数は1,169万人（同 5.3％減）、年間商品販売額は548兆円（同 1.8％増）であった。事業所数は平成6年調査以降6調査連続の減少となったものの、年間商品販売額は6調査ぶりに増加した。
卸売・小売業別にみると、卸売業の事業所数は33万事業所（前回比 10.8％減）、就業者数は362万人（同 8.4％減）、年間商品販売額は414兆円（同 2.0％増）であり、小売業の事業所数は114万事業所（同 8.1％減）、就業者数は806万人（同 3.8％減）、年間商品販売額は135兆円（同 1.1％増）であった。

全国の事業所数、就業者数、年間商品販売額

[image: image49.emf]平成16年 平成19年 構成比 前回比 平成16年 平成19年 構成比 前回比 平成16年 平成19年 構成比 前回比

商業計 1,613,318 1,472,658 100.0 ▲ 8.7 1,233 1,169 100.0 ▲ 5.3 5,387,758 5,482,371 100.0 1.8

卸売業 375,269 334,799 22.7 ▲ 10.8 396 362 31.0 ▲ 8.4 4,054,972 4,135,317 75.4 2.0

小売業 1,238,049 1,137,859 77.3 ▲ 8.1 838 806 69.0 ▲ 3.8 1,332,786 1,347,054 24.6 1.1



事　業　所　数　　（事業所：％） 就　業　者　数　（万人：％） 年間商品販売額　　(億円：％)


（注）平成20年11月28日経済産業省公表の平成19年商業統計調査確報による。
   　　　　[商業計]　全国の事業所数、年間商品販売額、従業者数の前回比の推移


（注1） 平成11年調査において、事業所の捕捉を行っており、前回比については時系列を考慮したもので算出している。
（注2） 従業者数は、「個人業主」「無給の家族従業者」「有給役員」「常用雇用者」の合計。

２　静岡県商業の全国的な位置

商業計は、事業所数は全国第10位（構成比 3.2％）、就業者数は同第10位（同 2.8％）、年間商品販売額は同第11位（同 2.0％）となっており、全国順位、構成比ともに前回調査から変動していない。

卸売・小売業別にみると、卸売業の事業所数は全国第9位（構成比 3.2％）、就業者数は同第9位（同 

2.5％）、年間商品販売額は同第11位（同 1.7％）、小売業の事業所数は同第10位（同 3.2％）、就業者数は

同第10位（同 3.0％）、年間商品販売額は同第10位（同 3.0％）、売場面積は同第10位（同 3.0％）となって

おり、前回調査と比較すると、卸売業の事業所数の構成比と小売業の就業者数の構成比が0.1％増加し、売場面積の構成比が0.1％減少したことを除き、全国順位、構成比は変動していない。
［商業計］
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構成比

19年/16年

構成比

19年/16年

（事業所）

（％） （％）

（人）

（％） （％）

（億円）

（％） （％）

 1,472,658 100.0 ▲ 8.7 11,685,048 100.0 ▲ 5.3 5,482,371 100.0 1.8

1 東京都  149,965 10.2 ▲ 12.4 1 東京都 1,699,450 14.5 ▲ 7.4 1 東京都 1,822,113 33.2 3.0

2 大阪府  107,650 7.3 ▲ 10.5 2 大阪府 964,489 8.3 ▲ 7.9 2 大阪府 616,602 11.2 2.6

3 愛知県  80,001 5.4 ▲ 8.0 3 愛知県 720,116 6.2 ▲ 2.5 3 愛知県 434,432 7.9 6.3

4

神奈川県

 67,716 4.6 ▲ 9.2 4

神奈川県

643,763 5.5 ▲ 4.2 4 福岡県 221,264 4.0 2.0

5 福岡県  64,043 4.3 ▲ 7.7 5 福岡県 495,152 4.2 ▲ 4.6 5

神奈川県

209,470 3.8 5.7

6 兵庫県  61,597 4.2 ▲ 7.0 6 北海道 488,933 4.2 ▲ 8.7 6 北海道 178,194 3.3 ▲ 9.7

7 北海道  58,236 4.0 ▲ 9.7 7 埼玉県 488,751 4.2 ▲ 0.7 7 埼玉県 151,539 2.8 5.5

8 埼玉県  56,427 3.8 ▲ 2.9 8 兵庫県 464,678 4.0 ▲ 3.1 8 兵庫県 132,693 2.4 2.7

9 千葉県  48,596 3.3 ▲ 7.6 9 千葉県 442,302 3.8 ▲ 2.0 9 千葉県 123,222 2.2 6.2

10 静岡県  47,394 3.2 ▲ 7.3 10 静岡県 330,084 2.8 ▲ 3.7 10 広島県 118,684 2.2 ▲ 1.0

11 広島県  35,839 2.4 ▲ 8.7 11 広島県 280,051 2.4 ▲ 6.5 11 静岡県 110,546 2.0 2.8

12 京都府  34,767 2.4 ▲ 7.0 12 京都府 268,207 2.3 ▲ 2.9 12 宮城県 106,014 1.9 3.6

順　位

年間商品販売額

全国

順　位

就業者数

順　位

事業所数

全国 全国


［卸売業］
[image: image51.emf]構成比

19年/16年

構成比

19年/16年

構成比

19年/16年

（事業所）

（％） （％）

（人）

（％） （％）

（億円）

（％） （％）

 334,799 100.0 ▲ 10.8 3,622,852 100.0 ▲ 8.4 4,135,317 100.0 2.0

1 東京都  47,270 14.1 ▲ 17.0 1 東京都 816,306 22.5 ▲ 9.9 1 東京都 1,649,324 39.9 3.0

2 大阪府  32,985 9.9 ▲ 13.3 2 大阪府 412,946 11.4 ▲ 12.2 2 大阪府 520,097 12.6 3.0

3 愛知県  22,848 6.8 ▲ 10.6 3 愛知県 264,963 7.3 ▲ 4.6 3 愛知県 351,517 8.5 6.7

4 福岡県  15,385 4.6 ▲ 8.0 4 福岡県 166,141 4.6 ▲ 6.8 4 福岡県 167,702 4.1 2.5

5 北海道  13,687 4.1 ▲ 12.3 5

神奈川県

145,664 4.0 ▲ 5.0 5

神奈川県

123,988 3.0 8.9

6

神奈川県

 12,824 3.8 ▲ 13.1 6 北海道 129,829 3.6 ▲ 12.9 6 北海道 116,628 2.8 ▲ 11.4

7 兵庫県  12,094 3.6 ▲ 5.8 7 埼玉県 113,274 3.1 ▲ 6.0 7 埼玉県 88,160 2.1 6.1

8 埼玉県  11,854 3.5 ▲ 5.7 8 兵庫県 110,782 3.1 ▲ 5.2 8 広島県 87,534 2.1 ▲ 1.8

9 静岡県  10,608 3.2 ▲ 8.3 9 静岡県 89,271 2.5 ▲ 9.2 9 宮城県 80,696 2.0 4.2

10 千葉県  8,993 2.7 ▲ 7.4 10 広島県 88,320 2.4 ▲ 8.3 10 兵庫県 77,820 1.9 2.6

11 広島県  8,804 2.6 ▲ 8.9 11 千葉県 87,479 2.4 ▲ 3.3 11 静岡県 69,764 1.7 2.7

12 京都府  7,803 2.3 ▲ 7.8 12 宮城県 76,852 2.1 ▲ 4.1 12 千葉県 65,672 1.6 6.7

順　位

年間商品販売額 就業者数

順　位

事業所数

全国

順　位

全国 全国


［小売業］
[image: image52.emf]構成比
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19年/16年

（事業所）

（％） （％）

（人）

（％） （％）

（億円）

（％） （％）

 1,137,859 100.0 ▲ 8.1 8,062,196 100.0 ▲ 3.8 1,347,054 100.0 1.1

1 東京都  102,695 9.0 ▲ 10.1 1 東京都 883,144 11.0 ▲ 4.9 1 東京都 172,789 12.8 2.9

2 大阪府  74,665 6.6 ▲ 9.3 2 大阪府 551,543 6.8 ▲ 4.5 2 大阪府 96,505 7.2 0.7

3 愛知県  57,153 5.0 ▲ 6.9 3

神奈川県

498,099 6.2 ▲ 4.0 3

神奈川県

85,481 6.3 1.3

4

神奈川県

 54,892 4.8 ▲ 8.2 4 愛知県 455,153 5.6 ▲ 1.3 4 愛知県 82,915 6.2 4.5

5 兵庫県  49,503 4.4 ▲ 7.4 5 埼玉県 375,477 4.7 1.0 5 埼玉県 63,378 4.7 4.7

6 福岡県  48,658 4.3 ▲ 7.6 6 北海道 359,104 4.5 ▲ 7.1 6 北海道 61,565 4.6 ▲ 6.2

7 埼玉県  44,573 3.9 ▲ 2.1 7 千葉県 354,823 4.4 ▲ 1.7 7 千葉県 57,550 4.3 5.5

8 北海道  44,549 3.9 ▲ 8.8 8 兵庫県 353,896 4.4 ▲ 2.4 8 兵庫県 54,873 4.1 2.9

9 千葉県  39,603 3.5 ▲ 7.6 9 福岡県 329,011 4.1 ▲ 3.5 9 福岡県 53,562 4.0 0.5

10 静岡県  36,786 3.2 ▲ 7.0 10 静岡県 240,813 3.0 ▲ 1.4 10 静岡県 40,782 3.0 2.8

11 広島県  27,035 2.4 ▲ 8.7 11 京都府 194,027 2.4 ▲ 1.6 11 広島県 31,151 2.3 1.0

12 京都府  26,964 2.4 ▲ 6.7 12 広島県 191,731 2.4 ▲ 5.7 12 京都府 30,225 2.2 ▲ 0.6

順　位

年間商品販売額

順　位

事業所数

順　位

就業者数

全国 全国 全国


[image: image53.emf]構成比
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（㎡） （％） （％）

149,664,906 100.0 3.8

1

東京都

11,633,314 7.8 4.3

2

愛知県

8,463,108 5.7 3.4

3

大阪府

8,408,111 5.6 1.0

4

神奈川県

7,370,079 4.9 1.7

5

埼玉県

6,928,355 4.6 7.9

6

北海道

6,863,789 4.6 0.3

7

福岡県

6,419,917 4.3 5.2

8

兵庫県

6,255,288 4.2 6.1

9

千葉県

6,250,760 4.2 4.9

10

静岡県

4,539,358 3.0 2.6

11

茨城県

3,862,743 2.6 4.4

12

広島県

3,814,288 2.5 1.8

売場面積

全国

順　位


[卸売業]　事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額の前回比の推移








[小売業]　事業所数、就業者数、従業者数、年間商品販売額の前回比の推移








食料・飲料





電気機械器具





農畜産物・水産物





一般機械器具





化学製品





他に分類されない





前記以外





鉱物・金属材料





自動車





建築材料





平成19年卸売業


事業所数


（1万608事業所）











娯楽用品・楽器





スポーツ用品・がん具・





前記以外





書籍・文房具





燃料





医薬品・化粧品





飲食料品





家具・じゅう器・





機械器具





自動車・自転車





他に分類されない





織物・衣服・身の回り品





平成19年小売業


事業所数


（3万6,786事業所）





建築材料





鉱物・金属材料





前記以外





電気機械器具





医薬品・化粧品等





自動車





一般機械器具





他に分類されない





農畜産物・水産物





平成19年卸売業


就業者数


（ 89,271人）





食料・飲料





平成19年小売業


就業者数


（240,813人）





織物・衣服・身の回り品





各種商品





他に分類されない





自動車・自転車





前記以外





家具・じゅう器


機械器具





燃 料





書籍・文房具





医薬品・化粧品





飲食料品





平成19年卸売業


年間商品販売額


（6兆9,764億円）





前記以外





医薬品・化粧品等





自動車





建築材料





電気機械器具





他に分類されない





一般機械器具





食料・飲料





鉱物・金属材料





農畜産物・水産物





前記以外





書籍・文房具





他に分類されない





家具・じゅう器


・機械器具








織物・衣服・身の回り品





医薬品・化粧品





各種商品





飲食料品





燃 料





自動車・自転車





平成19年小売業


年間商品販売額


（4兆782億円）








前記以外





書籍・文房具





自動車・自転車





スポーツ用品・がん具・


娯楽用品・楽器





医薬品・化粧品





家具・じゅう器・


機械器具





各種商品





他に分類されない





織物・衣服・身の回り品





飲食料品





平成19年小売業


売場面積


（453万9,358㎡）











(%)





(%)





(注1)  計には売場面積不詳の事業所を含んでいる。


(注2)  ①,②については、昭和60年調査の数字を100とした指数で表したもの。





平成19年


卸売業平均


（6億5,927万円/事業所）

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































